
にいがた交通戦略プラン検討委員会 開催要綱 

平成 29 年 7 月 5 日施行 

平成 30 年 9 月 10 日改正 

（目的） 

第１条 にいがた交通戦略プランは、平成 19 年 4 月の政令市移行を契機に、交通政策の基本方針

と平成 20 年度から概ね 10 年間の短・中期的な施策を掲げ、誰もが移動しやすい交通環境の実現

に向け、「都心アクセスの強化」、「生活交通の確保維持・強化」、「都心部での移動円滑化（基幹

公共交通軸の強化）」の 3 本柱からなる交通施策を展開し、これまで新バスシステムの導入をは

じめ、区バスや住民バスなど地域生活交通の充実に取り組んできたところである。にいがた交通

戦略プランは策定から概ね 10 年経過するなか、人口減少や少子・超高齢化の進行など、社会情

勢の変化や、新潟駅の新幹線と在来線の同一ホーム乗り換えが可能となる高架駅第一期開業や、

その後の高架全面開業により、交通環境の大きな転換期を迎えることから、今後 10 年間の本市

の拠点性の強化を見据えた新たな交通戦略を取りまとめるに当たり、有識者等が集い、次の各号

に掲げることについて、専門的な観点から必要な意見及び助言をいただくため、にいがた交通戦

略プラン検討委員会（以下「委員会」という。）を開催する。 

（１）県都にいがたの拠点化とずっと安心して暮らせるまちの実現に向け、新潟駅の高架化を見据

えた今後 10 年間における戦略的な交通政策の基本的な考え方や方向性について 

（２）その他、都市交通施策として必要な事項について 

（役割） 

第２条 委員会は、新潟市が策定する新たな交通戦略プランに対し、意見及び助言を行う。 

（構成） 

第３条 委員会は、別表に掲げる委員及びオブザーバーをもって構成する。ただし、市長が必要と

認めた場合は変更できるものとする。 

２ 委員会の座長には、本市の技監が当たるものとする。 

（会議等の開催） 

第４条 委員会は、市長が必要と認めた場合に開催する。 

（会議等の進行） 

第５条 会議等の進行は座長が当たり、座長に事故があるときは、あらかじめ座長が指名した者が

これに当たる。 

（事務局） 

第６条 委員会の事務局は、新潟市都市政策部に置く。 

（その他） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関して必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

この要綱は、平成 29 年 7 月 5 日から施行する。 

改正後の本要綱は、平成 30 年 9 月 10 日から施行する。 
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